










107 条の解釈に関する今後の検討課題を示すものである。  
第 1 編  代理権濫用論の前提問題、第Ⅱ編  代理権濫用論、第Ⅲ編 総括の 3 編か
らなる。  
 以下、本論文の要約である。  
 
第Ⅰ編  代理権濫用論の前提問題  
 本編において、第 1 章で、ドイツにおける代理の法的構成を整理し、第 2 章で、代
理権授与行為に関する学史的検討を行った。  
 




























本編は、基本的法的構成（第 1 章及び第 2 章）、相手方保護範囲（第 3 章及び第 4
章）、代理人側の要件（第 5 章）、本人に有責ある場合（第 6 章）、その他（第 7 章、
第 8 章）からなる。  
 
















第 2 章 代理権濫用論と代理の法的構成との関係の検討―ドイツ的解釈法学全盛期の




















































第 6 章 本人に「有責性」ある場合の考慮―代理権濫用と「過失相殺的処理」― 






についての示唆を得るため、ドイツにおける判例（BGH1968 年 3 月 25 日判決等）を概観
し、これに対する、へッケルマン説をはじめとする諸学説からの批判を整理した。この整
理を踏まえ、検討課題として、そもそも、監督義務が BGH1968 年 3 月 25 日判決で想定さ
れているか否か等の問題があることを示した。  
第 2 節 ドイツ代理権濫用論における履行請求権の平面での「柔軟な解決」肯定説の概
観―Tank 説及び Mertens 説を中心に― 
 我が国における、本人と相手方、双方の「有責性」に着目した、履行請求権の平面での
























第 8 章 民法（債権関係）改正における「代理権濫用」の明文化の検討の覚書 









と改正法第 107 条等との関係及び改正法第 107 条の解釈に関する今後の検討課題を本
編で示した。  
 
Ⅰ 私見及び私見と改正法第 107 条等との関係 
１ 原則としての相手方保護のための判例  
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 代 理 人 が 地 位 を 濫 用 す る 場 合 で あ っ て も 民 法 9 9 条 の 適 用 が あ る 旨 の 判 断
を 示 す 判 例 が 多 数 あ る （ 大 判 明 3 8 年 6 月 1 0 日 等 参 照 ） こ と を 確 認 で き る と
し た 。 こ れ ら の 判例は、代理人が背任的意図をもってなす代理行為であっても、原則
として有権代理であるという改正法第 107 条の立場を支えうるものであると解した。  






















５ 代理権を濫用する代理人の相手方に対する責任  
 現行法下での現時点での解釈としては、相手方に「有責性」がある場合にも、有権代理
であることを貫く立場であるので、無権代理人としての責任（現行法 117 条）の適用の余






 改正法第 107 条の解釈に関する今後の検討課題は、以下のとおりである。  











にして、改正法第 107 条の下での解釈を改めて提示する必要がある。 
３ 無権代理人の責任に関する改正法第 117 条の適用可能性の検討  
民法改正の法制審民法部会において、代理権を濫用する代理人が無権代理人としての責
任（117 条）を負いうることが確認されている（「要綱仮案」に関する議事録等参照）。
ドイツにおいて、キップ説が、無権代理人の責任（BGB179 条）に消極的と解しうる記述
をなしており、現今の学説においても、保護に値しない相手方が代理権を濫用する代理人
に対して無権代理人の責任（BGB179 条）の追及をなし得ない旨の見解が代表的なコンメ
ンタールにおいて主張され、これに対する異論があまり見られないことに鑑みると、我が
国においては、無権代理人の責任に関する 117 条の改正により、相手方が有過失の場合で
も代理権を濫用する代理人に対して無権代理人としての責任追及が可能となったと解さ
れているが、この帰結の妥当性等につき、更なる検討が必要であると思われる。 
４ その他 改正法第107条の「知ることができたとき」の解釈と関連して、ドイツにおけ
る「明白性の基準」の検討が必要となる。更に、代理権濫用論と自己契約・双方代理等との
関係も必要となろう。最後に、新本人行為説（第Ⅰ編第1章Ⅱ6参照）の下での代理権濫用現
象の検討も今後の検討課題である。  
以上 
 
